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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営ま

れている事業の内容について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

回次 
第67期 

第２四半期 
連結累計期間 

第68期 
第２四半期 
連結累計期間 

第67期 

会計期間 
自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日 

売上高 (百万円) 21,762 23,354 44,307 

経常利益 (百万円) 483 741 1,095 

四半期（当期）純利益 (百万円) 245 496 635 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 461 653 741 

純資産額 (百万円) 13,944 14,507 14,115 

総資産額 (百万円) 44,303 44,800 44,701 

１株当たり四半期（当期） 
純利益 

(円) 3.76 7.60 9.73 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 31.5 32.4 31.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,780 1,813 2,819 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,103 △491 △2,011 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △618 △1,333 △532 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

(百万円) 1,818 2,029 2,077 
 

回次 
第67期 

第２四半期 
連結会計期間 

第68期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成25年７月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年７月１日 
至  平成26年９月30日 

１株当たり四半期純利益 (円) 0.34 2.56 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の

有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。  

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  
２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社およ

び連結子会社）が判断したものであります。  

  

(1)  経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）のわが国経

済は、雇用情勢や企業収益が改善傾向にある等、緩やかな回復基調で推移したものの、輸出は伸

び悩み、消費増税に伴う駆け込み需要の反動により個人消費も落ち込みがみられました。 

このような環境の中、当社グループにおいては、倉庫保管・入出庫の取扱いが増加したほか、

輸出車両の海上輸送や輸出入貨物の取扱いが増加し、港湾作業の取扱いも増加しました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は２３３億５千４百万円（前年同期比１５億

９千１百万円の増収、７.３％増）となり、営業利益は増収効果等により７億９千８百万円（前年

同期比２億７千３百万円の増益、５２.２％増）、経常利益は７億４千１百万円（前年同期比２億

５千７百万円の増益、５３.３％増）、四半期純利益は４億９千６百万円（前年同期比２億５千万

円の増益、１０２.０％増）となりました。 

  

当社グループのセグメント別の業績は、次のとおりであります。 

  

   国内物流事業 

国内物流事業におきましては、流通加工業は、取扱いの減少により、売上高は２３億７千万円

（前年同期比４.０％減）となりましたが、倉庫業は、大阪湾岸エリアにおける堺浜流通センター

（堺市）の新設等により、倉庫保管・入出庫の取扱いが増加し、売上高は２８億７百万円（前年

同期比６.１％増）となり、陸上運送業は、食料工業品や住宅関連資材等の取扱い減により一般貨

物輸送の取扱いが減少したものの、配送取扱い件数が増加し、売上高は６７億３千万円（前年同

期比１.５％増）となりました。 

以上の結果、国内物流事業の売上高は１２２億８千６百万円（前年同期比２億４千２百万円の

増収、２.０％増）となり、営業利益は流通加工業における作業効率の改善や固定費の削減等によ

り、８億７百万円（前年同期比１億８千６百万円の増益、３０.０％増）となりました。 
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  国際物流事業 

国際物流事業におきましては、国際運送取扱業は、輸出車両の海上輸送の取扱いが増加したほ

か、複合一貫輸送・海運貨物の取扱いも増加し、売上高は９７億５千３百万円（前年同期比１３.

１％増）となりました。 

また、港湾作業は、船内荷役・沿岸荷役とも増加し、売上高は１２億６千６百万円（前年同期

比１１.１％増）となり、航空運送取扱業は、欧州向けを中心に輸出貨物の取扱いが増加し、売上

高は４億７千２百万円（前年同期比１８.８％増）となりました。 

以上の結果、国際物流事業の売上高は１１４億９千２百万円（前年同期比１３億３千３百万円

の増収、１３.１％増）、営業利益は６億９千９百万円（前年同期比１億７百万円の増益、１８.

３％増）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、減価償却に伴い有形固定資産の減少がありました

が、受取手形及び営業未収金が増加したほか、株式相場上昇による時価の上昇により投資有価証

券が増加したこと等により、前連結会計年度末比９千９百万円増の４４８億円となりました。  

負債合計は、営業未払金の増加がありましたが、借入金等の減少により、前連結会計年度末比

２億９千２百万円減の３０２億９千３百万円となりました。  

また、純資産合計は、利益剰余金およびその他の包括利益累計額の増加により、前連結会計年

度末比３億９千２百万円増の１４５億７百万円となりました。  

  

(3)  キャッシュ・フローの状況の分析 

当第２四半期連結累計期間における連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・

フローが１８億１千３百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが４億９千１百万円の

支出、財務活動によるキャッシュ・フローが１３億３千３百万円の支出となり、これらに現金及

び現金同等物に係る換算差額（３千６百万円の減少）を加え、全体では４千７百万円の減少とな

り、現金及び現金同等物の四半期末残高は、２０億２千９百万円となりました。 

  
①  営業活動によるキャッシュ・フロー 

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四

半期純利益７億４千１百万円、減価償却費による資金留保８億３千万円等により、１８億１千

３百万円の収入となりました。  

前年同四半期（１７億８千万円の収入）との比較では、３千２百万円の収入の増加となりまし

た。 

  

②  投資活動によるキャッシュ・フロー 

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得

による支出４億４千万円等により、４億９千１百万円の支出となりました。  

前年同四半期（１１億３百万円の支出）との比較では、６億１千２百万円の支出の減少とな

りました。  

  

③  財務活動によるキャッシュ・フロー 

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済等

により、１３億３千３百万円の支出となりました。  

前年同四半期（６億１千８百万円の支出）との比較では、７億１千５百万円の支出の増加と

なりました。  
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は、「財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を定め

ており、その内容は次のとおりです。 

  

当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えます。したがって、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配することが可能な量の株式を取得する買付提案に応じるか否かの判

断は、最終的には株主の皆様のご意思に委ねられるべきものと考えます。 

しかし、株式の大規模買付行為の中には、①買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価

値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、②株主に株式の売

却を事実上強要するおそれのあるもの、③対象会社の取締役会や株主が買付の条件等について検

討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないも

のなど、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることにはならないも

のも存在します。当社は、このような不適切な大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業

の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。 

そのような大規模買付行為を行おうとする者に対しては、情報開示を積極的に求め、当社取締

役会の判断、意見などとともに公表するなど、株主の皆様が適切な判断を行うための情報と時間

の確保に努めるとともに、必要に応じて、会社法その他関係法令の許容する範囲内において適切

な対応をしてまいります。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 248,000,000 

計 248,000,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成26年９月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 65,364,457 65,364,457 
東京証券取引所 
(市場第一部） 

単元株式数は1,000株で 
あります。 

計 65,364,457 65,364,457 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年９月30日 ― 65,364 ― 5,376 ― 3,689 
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(6) 【大株主の状況】 

平成26年９月30日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数6,068千株は、株主名簿においては同

社（信託口）709千株、同社（信託口１）397千株、同社（信託口２）354千株、同社（信託口３）378千株、

同社（信託口４）3,452千株、同社（信託口５）394千株および同社（信託口６）384千株に区分して記載さ

れております。 

２ 預金保険機構およびその共同保有者である株式会社りそな銀行から平成21年４月21日付で近畿財務局長に提

出された大量保有報告書の変更報告書により、平成21年４月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告

を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記「大株主の状況」には含めておりません。また、預金保険機構から平成17年３月25日付にて、預

金保険機構が上記大量保有報告書の変更報告書で所有しているとされる株式を、日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社に信託した旨の通知を受けております。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

３ 三井住友信託銀行株式会社およびその共同保有者である中央三井アセット信託銀行株式会社および日興アセ

ットマネジメント株式会社から平成24年４月19日付で関東財務局長に提出された大量保有報告書の変更報告

書により、平成24年４月13日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当

第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」には含

めておりません。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,068 9.28 

京友商事株式会社 神奈川県横浜市中区山下町107－７ 5,502 8.42 

朝日生命保険相互会社 
東京都中央区晴海１丁目８－12 
(常代)資産管理サービス信託銀行㈱ 

4,970 7.60 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 4,827 7.39 

協同飼料株式会社 神奈川県横浜市西区高島２丁目５－12 4,653 7.12 

株式会社横浜銀行 
東京都中央区晴海１丁目８－12 
(常代)資産管理サービス信託銀行㈱ 

3,255 4.98 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 2,759 4.22 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 
(常代)日本マスタートラスト信託銀行㈱ 

1,964 3.00 

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18－６ 1,223 1.87 

あいおいニッセイ同和損害保険 
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３  
(常代)日本マスタートラスト信託銀行㈱ 

1,000 1.53 

合計 ― 36,222 55.42 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

預金保険機構 東京都千代田区有楽町１丁目12－１ 3,376 5.16 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２－１ 641 0.98 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 4,718 7.22 

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂９丁目７－１ 252 0.39 
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４ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行およびその共同保有者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株

式会社および三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社から平成25年９月27日付で関東財務局長に提出

された大量保有報告書により、平成25年９月23日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、株主名簿

上の株式数を上記「大株主の状況」に記載しております。 

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

５ 協同飼料株式会社は、平成26年10月1日付で、日本配合飼料株式会社と共同株式移転により完全親会社とな

るフィード・ワンホールディングス株式会社を設立し、同社の完全子会社となりました。これに伴い、本報

告書提出日現在、フィード・ワンホールディングス株式会社が当社の株主となっております。 

６ 朝日生命保険相互会社の「住所」欄に記載の住所は常任代理人の住所であり、同社の住所は東京都千代田区

大手町２丁目６－１であります。 

７ 株式会社横浜銀行の「住所」欄に記載の住所は常任代理人の住所であり、同行の住所は神奈川県横浜市西区

みなとみらい３丁目１－１であります。 

８ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の「住所」欄に記載の住所は常任代理人の住所であり、同行の住所は東京都千

代田区丸の内１丁目４－５であります。 

９ あいおいニッセイ同和損害保険株式会社の「住所」欄に記載の住所は常任代理人の住所であり、同社の住所

は東京都渋谷区恵比寿１丁目28－１であります。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権１個）が

含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式303株が含まれております。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 145 0.22 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 2,643 4.04 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 81 0.12 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証
券株式会社 

東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 428 0.65 
 

      平成26年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 
普通株式        66,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式    65,181,000 65,181 ― 

単元未満株式 普通株式       117,457 ― ― 

発行済株式総数       65,364,457 ― ― 

総株主の議決権 ― 65,181 ― 
 

― 8 ―



② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

    平成26年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 
ケイヒン株式会社 

東京都港区海岸３丁目４－20 66,000 ― 66,000 0.10 

合計 ― 66,000 ― 66,000 0.10 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成１９年内閣府令第６４号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成２

６年７月１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日か

ら平成２６年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による

四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,077 2,029 

    受取手形及び営業未収金 5,205 5,359 

    貯蔵品 12 7 

    繰延税金資産 50 40 

    その他 1,036 1,006 

    貸倒引当金 △13 △14 

    流動資産合計 8,368 8,428 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 44,490 44,763 

        減価償却累計額 △27,460 △28,045 

        建物及び構築物（純額） 17,029 16,718 

      機械装置及び運搬具 2,619 2,637 

        減価償却累計額 △1,889 △1,957 

        機械装置及び運搬具（純額） 729 679 

      工具、器具及び備品 3,295 3,363 

        減価償却累計額 △2,895 △2,965 

        工具、器具及び備品（純額） 400 398 

      土地 10,884 10,884 

      リース資産 579 646 

        減価償却累計額 △286 △320 

        リース資産（純額） 292 326 

      建設仮勘定 1 11 

      有形固定資産合計 29,339 29,018 

    無形固定資産     

      借地権 977 977 

      その他 486 501 

      無形固定資産合計 1,463 1,478 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 4,581 4,849 

      繰延税金資産 165 173 

      その他 732 811 

      投資その他の資産合計 5,479 5,834 

    固定資産合計 36,282 36,331 

  繰延資産     

    社債発行費 50 40 

    繰延資産合計 50 40 

  資産合計 44,701 44,800 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    営業未払金 3,863 4,157 

    短期借入金 5,644 5,320 

    1年内償還予定の社債 1,000 1,000 

    リース債務 98 105 

    未払法人税等 324 255 

    繰延税金負債 2 3 

    その他 1,260 1,626 

    流動負債合計 12,193 12,468 

  固定負債     

    社債 3,000 3,000 

    長期借入金 11,137 10,504 

    長期未払金 338 273 

    リース債務 212 243 

    繰延税金負債 175 219 

    役員退職慰労引当金 948 945 

    退職給付に係る負債 2,250 2,290 

    その他 329 347 

    固定負債合計 18,393 17,824 

  負債合計 30,586 30,293 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,376 5,376 

    資本剰余金 4,415 4,415 

    利益剰余金 4,183 4,419 

    自己株式 △12 △12 

    株主資本合計 13,963 14,198 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 451 650 

    為替換算調整勘定 △190 △238 

    退職給付に係る調整累計額 △109 △102 

    その他の包括利益累計額合計 151 308 

  純資産合計 14,115 14,507 

負債純資産合計 44,701 44,800 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 
                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 21,762 23,354 

売上原価 20,353 21,660 

売上総利益 1,408 1,693 

一般管理費 ※1  883 ※1  895 

営業利益 524 798 

営業外収益     

  受取利息及び配当金 102 104 

  その他 43 24 

  営業外収益合計 145 128 

営業外費用     

  支払利息 176 168 

  その他 10 17 

  営業外費用合計 187 186 

経常利益 483 741 

特別利益     

  固定資産売却益 0 0 

  受取違約金 22 － 

  投資有価証券売却益 13 － 

  特別利益合計 36 0 

特別損失     

  固定資産処分損 7 － 

  特別損失合計 7 － 

税金等調整前四半期純利益 512 741 

法人税、住民税及び事業税 226 248 

法人税等調整額 40 △3 

法人税等合計 266 245 

少数株主損益調整前四半期純利益 245 496 

少数株主利益 － － 

四半期純利益 245 496 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 
                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 245 496 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 128 198 

  為替換算調整勘定 87 △48 

  退職給付に係る調整額 － 6 

  その他の包括利益合計 215 157 

四半期包括利益 461 653 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 461 653 

  少数株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 512 741 

  減価償却費 833 830 

  投資有価証券売却損益（△は益） △13 - 

  固定資産売却損益（△は益） △0 △0 

  固定資産処分損益（△は益） 7 - 

  受取違約金 △22 - 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 0 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 50 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 6 - 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △38 △2 

  受取利息及び受取配当金 △102 △104 

  支払利息 176 168 

  売上債権の増減額（△は増加） 808 △153 

  仕入債務の増減額（△は減少） 135 294 

  その他 △113 358 

  小計 2,185 2,183 

  利息及び配当金の受取額 98 99 

  利息の支払額 △173 △164 

  法人税等の支払額 △330 △310 

  法人税等の還付額 0 5 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 1,780 1,813 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  投資有価証券の取得による支出 △30 △0 

  投資有価証券の売却による収入 32 - 

  固定資産の取得による支出 △1,088 △440 

  固定資産の売却による収入 0 0 

  貸付けによる支出 △71 △48 

  貸付金の回収による収入 1 1 

  投融資による支出 △21 △8 

  投融資の回収による収入 73 5 

  その他 0 - 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,103 △491 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） 505 45 

  リース債務の返済による支出 △55 △52 

  割賦債務の返済による支出 △26 △64 

  長期借入れによる収入 430 905 

  長期借入金の返済による支出 △2,255 △1,906 

  社債の発行による収入 979 - 

  自己株式の売却による収入 0 - 

  自己株式の取得による支出 △0 △0 

  配当金の支払額 △195 △259 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △618 △1,333 

現金及び現金同等物に係る換算差額 57 △36 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 116 △47 

現金及び現金同等物の期首残高 1,702 2,077 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,818 ※1  2,029 
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【注記事項】 

（継続企業の前提に関する事項） 

  

該当事項はありません。 

  

（会計方針の変更等） 

  

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号 平成２４年５月１７日。以下「退職

給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第２５号 平成２４年５月１７日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第３５項本文及び退職給付適用指針第６７項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会

計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、計算に用いる割引率を従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率に変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定める経過的な取扱いに

従っています。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債及び利益剰余金、ならび

に、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響はありません。 

  
（四半期連結貸借対照表関係） 

  

 １ 偶発債務 

下記の会社の銀行借入金に対し、債務保証を行っております。 
  

  

（四半期連結損益計算書関係） 

  

※１ 一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。 
  

  

  
前連結会計年度 

（平成２６年３月３１日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成２６年９月３０日） 

 株式会社ワールド流通センター 360百万円 307百万円 

 青海流通センター株式会社 31 24 

   合計 391 331 
 

  
前第２四半期連結累計期間 

（自  平成２５年４月 １日 
至  平成２５年９月３０日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成２６年４月 １日 

至  平成２６年９月３０日） 

役員報酬 162百万円 195百万円 

給与手当 201  189  

退職給付費用 10  10  

役員退職慰労引当金繰入額 35  36  

貸倒引当金繰入額 ―  1  
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係は、次のとおりであります。 
  

  

（株主資本等関係） 

  

前第２四半期連結累計期間（自  平成２５年４月１日  至  平成２５年９月３０日） 

配当金支払額 
  

  

当第２四半期連結累計期間（自  平成２６年４月１日  至  平成２６年９月３０日） 

配当金支払額 
  

  

 

  
前第２四半期連結累計期間 

（自  平成２５年４月 １日 
至  平成２５年９月３０日）

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成２６年４月 １日 

至  平成２６年９月３０日）

現金及び預金 1,818百万円 2,029百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 ― ― 

現金及び現金同等物 1,818 2,029 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月22日 
取締役会 

普通株式 195 3.0 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年５月22日 
取締役会 

普通株式 261 4.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自  平成２５年４月１日  至  平成２５年９月３０日） 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
  

（注） １ セグメント利益の調整額△687百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費
用△687百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般管理
費であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自  平成２６年４月１日  至  平成２６年９月３０日） 

  

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
  

（注） １ セグメント利益の調整額△707百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費
用△708百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般管理
費であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
  

 

        （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注）２ 国内物流事業 国際物流事業 合計 

売上高           

  外部顧客への売上高 11,659 10,102 21,762 ― 21,762 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

383 56 440 △440 ― 

計 12,043 10,159 22,202 △440 21,762 

セグメント利益 621 591 1,212 △687 524 
 

        （単位：百万円） 

  

報告セグメント 
調整額 
（注）１ 

四半期連結損益
計算書計上額 
（注）２ 国内物流事業 国際物流事業 合計 

売上高           

  外部顧客への売上高 11,920 11,434 23,354 ― 23,354 

  セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

366 58 424 △424 ― 

計 12,286 11,492 23,778 △424 23,354 

セグメント利益 807 699 1,506 △707 798 
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（１株当たり情報） 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載し

ておりません。 

  

（重要な後発事象） 

  

１．社債の発行 

当社は、平成26年9月12日開催の取締役会において、社債の発行の決議を行い、次の内容にて

発行いたしました。  

  

ケイヒン株式会社第25回無担保社債 

（１）払込期日       平成26年10月31日 

（２）発行総額       500百万円 

（３）発行価額       額面100円につき金100円 

（４）利率         年0.49％ 

（５）償還期限       平成31年10月31日に額面100円につき金100円にて償還 

（６）資金の使途      社債償還資金に充当 

  

２．重要な資産の譲渡 

当社は、資産の効率的活用及び財務体質の改善を図るため、平成26年11月13日付けで下記固定

資産の売買契約を締結いたしました。 

  

（１）譲渡する相手先 

譲渡先は国内の一般事業会社であります。なお、譲渡先と当社グループとの資本関

係、人的関係、取引関係はありません。 

（２）譲渡物件 

東扇島 輸出車両の蔵置場 

面積  6,104.78㎡ 

所在地 川崎市川崎区東扇島17番5 

（３）譲渡の時期 

契約締結日  平成26年11月13日 

物件引渡日  平成27年5月（予定） 

 

項目 
前第２四半期連結累計期間 

(自  平成２５年４月 １日 
至  平成２５年９月３０日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成２６年４月 １日 
至  平成２６年９月３０日) 

 １株当たり四半期純利益金額 3.76円 7.60円 

  （算定上の基礎）     

  四半期純利益金額（百万円） 245 496 

  普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

  普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 245 496 

  普通株式の期中平均株式数（千株） 65,302 65,298 
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（４）譲渡価額等 

帳簿価額   1,781百万円 

譲渡価額   1,846百万円 

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成２６年１１月１４日

ケイヒン株式会社 

取締役会  御中 
  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いるケイヒン株式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第２四半

期連結会計期間（平成２６年７月１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間

（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ケイヒン株式会社及び連結子会社

の平成２６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以上 
  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士  安 田 弘 幸   印 
 

指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士   種 村  隆   印 
 

  

(注) １  上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。 

２  XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年11月14日 

【会社名】 ケイヒン株式会社 

【英訳名】 THE KEIHIN CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 大 津 育 敬 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 東京都港区海岸３丁目４番20号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

ケイヒン株式会社（横浜地区） 

（神奈川県横浜市鶴見区大黒埠頭15番地２） 

ケイヒン株式会社（名古屋地区） 

（愛知県名古屋市中川区玉船町２丁目１番地） 

ケイヒン株式会社（大阪地区） 

（大阪府大阪市北区大淀南１丁目５番１号） 

ケイヒン株式会社（神戸地区） 

（兵庫県神戸市中央区小野浜町11番47号） 

  
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長大津育敬は、当社の第６８期第２四半期（自  平成２６年７月１日  至  平

成２６年９月３０日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されてい

ることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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